
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [439,711円]
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給与水準 （国との比較）
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [27.52人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [11.1%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [-%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は

1月31日現在のもの

※グラフ内数値は

1月31日現在のもの

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の

状況

給与水準

（国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

七ケ宿町
※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄

■財政力【財政力指数】：０．３９

類似団体０．１８を上回る０．３９となっている。地方税収入に当たるダム所在市町村交付金３８

９百万円が交付されることで基準財政収入額が類似団体を上回る要因となっているが、ダム所在

市町村交付金も減価償却により年々約１０百万減少していることにから、厳しい経済情勢の中、

税収の伸びを期待することは困難ではある。

滞納整理の強化による税収の確保・税負担の公平性を図るとともに、自主財源の確実な確保

に努めなければならない。

■ 財政構造の弾力性【経常収支比率】：８１．３％

類似団体８１．９を０．６ポイント僅かに下回った。２０年度と比較し、３．７ポイント下回った。補

助費、繰出金以外は前年度を下回っている。特に人件費で１．２、物件費で１．０、公債費で０．９

ポイント減少している。人件費については、給与改定による減、中途退職者による減による一時

的な要因であり職員年齢層は依然として高いことから、適切な定員管理と、事務の効率化による

義務的経費の削減に努めなければならない。

■ 人件費・物件費等の適性度【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】：４３９，７１１円

人口１，７４４人であり、２０年度から人口が６３名減少し、一人当たりの決算額は上昇し、類

似団体を上回る傾向にある。財政運営上、総体的に判断し、適正な数値となるよう努めなけれ

ばならない。

■ 給与水準の適性度【ラスパイレス指数】：９６．４

平成１０年度をピークに職員給与は減少しているものの、ラスパイレス指数を見ると類似団体

を２．９上回っている状況である。 前年度と比較し０．６ポイント下降はしたものの、類似団体を

上回っている要因として、年功的体系が依然として続いている状況がある。

適正な人事評価制度、適正な定員管理に努めなければならない。

■ 将来負担の状況【将来負担比率】：－

前年度に続き、指標では現れていない。

あくまで基準財政需要額に算入される見込額をもって算定している指標であり、安易な起債

発行や基金取り崩しは、指標悪化につながるため、慎重な財政運営が必要である。

■ 公債費負担の状況【実質公債費比率】：１１．１％

類似団体を３．４ポイント下回り、２０年度と比較しても、１．５ポイント下回った。主な要因は、

公共下水道 特別会計等に対する繰出金（準元利償還金）の減、簡易水道特別会計に対する

繰出金（準元 利償還金）の減が要因と思われる。普通会計のみならず、特別会計に対する繰

出金（準元利償還金）、一部事務組合等構成団体の財政状況を常に意識した財政運営を心が

けなければな らない。

■ 定員管理の適正度【人口１，０００人当たり職員数】：２７．５２人

類似団体を８．０８上回っている。事業終了部門や民間委託による事務量の削減を行ってい

るもの、住民ニーズの多様化による新規施策、少子高齢化に対応するための保健福祉部門の

充実など、業務量の増加が見込まれる。

少ない職員数で住民サービスの低下を招かぬよう、職員の資質、能力を活用した適正配置と

適正補充を図りながら費用効率の良い定員管理に努める。


